
冷戦終結前後のアメリカ海洋戦略の変遷
―対外脅威認識の変化を足がかりに―

関 谷 俊　郁

要 旨

　冷戦終結はアメリカ海洋戦略の形成に大きな影響を与えた．冷戦期においては，アメリカ海洋戦略の
焦点は，欧州が舞台となる戦争への対応と，ソ連海軍の戦略原子力潜水艦による第二撃能力に対応しな
ければならなかったため海洋であった．しかし，冷戦終結後のアメリカにとっては，中東や北東アジア
といった地域の脅威が高まったため，これらの地域で発生する恐れのある事態に対応可能な海洋戦略が
形成された．沿岸地域を対象とした戦略は，1990年代を通じて発展し続けていき，海洋戦略に関する文
章において「戦力投射」が強調され続けたのである．このことは，アメリカ海洋戦略における「戦力投
射」や「制海」の比重は国際環境と脅威の対象に依存していることを表している．本論文では冷戦終結
前後の対外脅威認識と海洋戦略の関連を分析するとともに，冷戦終結後の海洋戦略が今日のアメリカ海
洋戦略に与えた影響を明らかにする．
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は じ め に

　本論文において冷戦終結前後のアメリカ海洋戦
略の分析を行うに至った動機として，2017年 1月
にアメリカ海軍水上艦艇部隊司令官から公表され
た『水上部隊戦略―制海への回帰―』がある．同
文書は「制海」を獲得することが困難になってい

ることについて言及した上で，世界中でアメリカ
海軍の機動性を確保することがアメリカ及びその
同盟国にとって不可欠であると述べている．これ
は冷戦終結後のアメリカ海洋戦略において「戦力
投射」が重視されたのとは異なるものである．今
日の海洋戦略が変化した背景を探るには，レーガ
ン政権以降，とりわけ冷戦終結前後の海洋戦略を
分析することが手助けになるであろう．さて，『水
上部隊戦略―制海への回帰―』では，「制海」獲得
が抑止，「戦力投射」，そして全領域アクセスの前
提条件であるとした上で1），「制海」獲得を「武器
分散コンセプト（Distributed Lethality）」に基づき
達成するとしている．「武器分散コンセプト」を採
用することにより，抑止力としてのアメリカ軍の
前方展開の役割を消滅させようとする海洋拒否能
力に対して効果的に反応することが可能となるの
である2）．しかし「制海」の定義が非常に多様か
つ複雑である点に留意しなければならない．古典
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的なもので言えば，ジュリアン・スタンフォード・
コーベッドは「制海」を大きく地域的なものと時
間的なものに分けた上で，それぞれを全般的・局
地的，一時的・恒久的といった形で分類している．
このコーベッドの分類を局地的なものと一時的な
ものを限定的とし，全般的なものと恒久的なもの
を全面的という形で分けると表 1のように表すこ
とができる．

　表 1のようにコーベッドは「制海」を分類した
上で，戦略的議論にとって不正確な表現であるた
め「通行と連絡の管制」を代わりに用いるべきで
あると主張している．一方でアルフレッド・T・マ
ハンは，「制海」を自国の貿易のために海洋を常に
開かれたままにし，戦時においては敵艦隊を打破
することと位置づけた．マハンの「制海」の概念
には地上部隊を支援することの重要性は含まれて
おらず，戦争勝利のためには最終的に陸で勝利し
なければならないとするコーベッドの考えとは異
なるものである．
　先に述べた「武器分散コンセプト」はアメリカ
海軍が有している空母の脆弱性が「接近阻止・領
域拒否（Anti-Access/Area Denial：A2/AD）」能力
により高められていることを受け3），いかなるA2/

ADの環境下においても活動できるように，多種
多様な任務を遂行可能にする攻撃能力を付与され
た水上艦艇を分散配置し，必要な時に結集させる
ことで生存性の向上を図るために考案されたもの
である4）．さらに同概念の提唱者の一人であるア

表 1　「制海」の条件

限定的 全面的

地域
1つかそれ以上の作戦
域で敵を阻止

敵が艦隊を海に出せな
い状況

時間
必要な場所・時間で敵
を阻止

敵の海洋能力回復の
見込みなし

（出所）ジュリアン・スタンフォード・コーベッド［編］（2016）
『海洋戦略の諸原則』（矢吹啓訳）原書房，464-466頁を基に筆者
作成．

メリカ海軍水上艦艇部隊司令官トーマス・ローデ
ン中将は『水上部隊戦略―制海への回帰―』の公
表後，「制海」を「受け入れ可能なレベルのリスク
の中で海軍部隊が全能発揮をすることができる状
況」と定義した上で，冷戦期において米ソは必要な
時と場所における制海を求め争ったと述べている．
加えて，ソ連崩壊後には「制海」獲得を妨害する
者がいなくなったため「戦力投射」に重点を置い
たが，このようなアプローチは今日における同等
の競争相手には有効ではないと主張している5）．
　ここで問題となるのがA2/AD能力の向上を図っ
ている同等の国とはどこかということである．2006

年の「四年ごとの国防計画見直し（Quadrennial 

Defense Review：QDR）」において，主要な大国及
び台頭している国家のうち軍事的に競争相手にな
るために対応が必要な国家として中国を名指しし
ている．さらに，中国をアメリカの通常兵器の優
位を相殺しかねない軍事技術を配備する潜在性が
最も高い国とも見なしており，それらの軍事技術
と中国の縦深性及び前方・中継基地は接近拒否さ
れた遠隔地におけるアメリカの戦闘能力に大きな
衝撃をもたらすとしている6）．2010年のQDRにお
いても中国の発展している A2/AD能力を明記し，
数行ではあるものの対抗策としての「エアシー・
バトル構想」を打ち出していることなどからも，
能力の向上を図っている国家が中国であることは
明らかである7）．2013年 3月にはアメリカ海軍，海
兵隊，空軍，陸軍が合同で『エアシー・バトル（Air-

Sea Battle）』を公表した．同文書は機密扱いの『エ
アシー・バトル構想（Air-Sea Battle Concept）』の
内13ページを公開した要約版であり，サブタイト
ルを『接近阻止・領域拒否の挑戦に立ち向かうた
めの協力（Service Collaboration to Address Anti-

Access & Area Denial Challenges）』と名づけてお
り，発展するA2/ADに対抗するためのものである
ことが強調されている．しかし「エアシー・バト
ル構想」は同文書の前文でも述べられている通り，
「エアシー・バトルは戦略ではなく，平時・有事に
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おけるグローバルコモンズの中での作戦行動の維
持や戦力投射といった国防総省の戦略的任務の重
要な構成要素である」ので，作戦レベルの構想で
あって戦略レベルとして位置づけられていないと
いう点に留意しなければならない8）．
　同文書の公表に至る過程であるが，2009年 7月
にゲーツ国防長官が海空軍に「エアシー・バトル」
と呼ばれる新たな作戦コンセプトに乗り出すこと
を国防総省に指示したことによって始まった．「エ
アシー・バトル構想」は先に述べた通り2010年の
QDRにおいて登場したわけだが，その背景にはノ
ートン・シュワルツ空軍参謀総長とジョナサン・
グリーナート海軍作戦部長が述べたように「ソ連
崩壊からの20年間においてアメリカは，アメリカ
本土からの戦力投射能力，前方展開基地へのアク
セス，機動性を紛争の潜在性を有する海域におい
て挑戦を受けてこなかったが，今日では，この優
位性は脅威にさらされている」ことに加え，「特定
の国家による精密長距離打撃兵器の発展，蓄積，
拡散がされ，ネットワーク化され統合された超水
平線監視システム」についての懸念が高まったこ
とが存在する9）．このような「エアシー・バトル
構想」や同構想を発展させた「国際公共財におけ
るアクセスと機動のための統合構想（Joint Concept 

for Access and Maneuver in the Global Commons：
JAM-GC）」が作成されたという事実は「戦力投射」
を行うために沿海域に近づくことが徐々に困難に
なっていることの表れである．
　また，「エアシー・バトル構想」と対をなす概念
を提唱する者たちも存在している．彼らは「エア
シー・バトル構想」をただの作戦概念に過ぎず，
戦争をどのように終結させるのかが不明確であり
核へのエスカレートにもつながるという視点から
批判をしている．このような批判をする者たちは，
より低いコストとより低い核へのエスカレーショ
ンのリスクで達成可能な間接的アプローチである
「隔離戦略」を提唱している10）．このアプローチ
は，中国本土への直接的攻撃を避け経済的・軍事

的圧力を海・空軍を用いることで実行するという
ものである．このアプローチは大きく二つに分か
れている．⑴第一列島線に沿った形でチョークポ
イントを封鎖する「遠距離封鎖」，⑵第一列島線付
近で機雷や潜水艦により中国の海上交通を遠隔地
点から妨害し，小型のミサイル艇などで東シナ海
及び南シナ海において中国の警備艇などに対し攻
撃を行う「海洋拒否」である11）．しかし，「エアシ
ー・バトル構想」と隔離戦略のどちらも中国の接
近阻止能力を脅威と見なしていることに疑いはな
い．「エアシー・バトル構想」は中国の発展してい
る接近阻止能力によって前方展開基地や空母機動
部隊の脆弱性が高まっているため，その射程圏外
において一旦体制を立て直すことを出発点として
おり，「隔離戦略」のうち第一列島線での封鎖を実
施する「遠距離封鎖」を主張する者たちは中国の
ミサイルの射程圏外であるマラッカ海峡に主眼を
おいていることからも，中国の接近阻止能力を恐
れていることは明らかである．
　このような前方展開基地や空母の脆弱性の高ま
りについては，ランド研究所も2016年に公表した
『考えられないことを通じて考える（War With 

China-Thinking Through the Unthinkable-）』の中
で分析を実施している．同文書の中で中国が A2/

AD能力をさらに向上させることでアメリカに大
きな損失を当てることが可能にもかかわらず，ア
ジアへのリバランスの一環として太平洋に海軍の
60％を割り当てていることや空母主体の戦力投射
に依存し続けていることを問題として指摘してい
る12）．空母の脆弱性に関してはバリー・ポーゼン
の主張する「抑制」戦略の中でも言及されている．
運用コストと近年高まりつつある脆弱性を理由に
空母を減らし攻撃型原子力潜水艦に力を注ぐべき
であると述べた上で，1993年の『ボトムアップレ
ビュー（Bottom-Up Review：BUR）』以降，空母機
動部隊を現在の数に保っておく理由が示されてい
ないため，見直す必要があると主張している．そ
して，代替案として，潜水艦を敵が外洋に抜ける
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際に通過するチョークポイントに配置することを
提唱している13）．
　いずれにしても，空母の脆弱性が高まっている
ことで「戦力投射」に至る前段階である「制海」
の重要性が再度確認され，第二段階としての「戦
力投射」を実施するために第一段階である「制海」
の重要性が高まったのである14）．9.11テロもアメ
リカを沿海域に関わらせることになったのであり，
2002年10月に公表された『シー・パワー21（Sea 

Power 21）』においても冷戦後の脅威に対しては
海から陸へ攻撃を行う海軍の役割が引き続き示さ
れたのである15）．ここでも沿海域から戦闘を実施
する能力が強調されていた．
　また，9.11テロはアメリカの抑止政策をこれま
での「懲罰的抑止」に基づく抑止政策から「拒否
的抑止」に基づく抑止へと変化させたのである16）．
「懲罰的抑止」の計算は単一で「合理的な」敵という
前提に基づいており，特定の行動をとるコストと
リスクが利益よりも明らかに大きいと注意深く計算
することができ，その行動を取らないよう抑止で
きるような相手でなければ効果がないのである17）．
テロリストのような合理的でない相手からの攻撃
を防ぐために「懲罰的抑止」に基づく抑止から「拒
否的抑止」へとアメリカの抑止政策が移りつつあ
った．このような変化は2001年12月の『核態勢見
直し（Nuclear Posture Review：NPR）』において
「大陸間弾道ミサイル（Inter-Continental Ballistic 

Missiles：ICBM）」，「潜水艦発射弾道ミサイル
（Submarine Launched Ballistic Missile：SLBM）」，
「戦略爆撃機」という冷戦期における戦略抑止の三
本柱に変わり，新たな三本柱がアメリカの核態勢
の基盤をなすものとして紹介されたことによって
明らかにされた．一点目は旧三本柱に，最新鋭の
長射程の通常兵力による攻撃能力を加えたもので
ある．これは従来の核兵器によって構成されてい
た戦略的抑止からの脱却を示すもの，二点目は積
極的かつ受動的な防御，とりわけミサイル防衛に
関するもの，三点目は部隊を維持するための研究

及び開発であった．この新三本柱は旧来の冷戦期
における「懲罰的抑止」から「拒否的抑止」への
脱却を表すものであった．
　さらに，2006年の『統合作戦概念における抑止
作戦（Deterrence Operations Joint Operations 

Concept：JOC）』においては，前述の三本柱に加
えて「拒否的抑止」の鍵として前方展開を挙げて
いる18）．前方展開が鍵としてあげられてきたとい
うことは，冷戦終結直後において前方展開基地の
維持が困難になると考えられたことに加え，脅威
の発生場所の特定が困難であるが故に空母機動部
隊からの戦力投射の役割が強調されたこととは異
なり，脅威の対象となる地域がある程度固定され
たと見なすことも可能である．
　本論文では，これらのことを分析するには冷戦
終結期のアメリカ海洋戦略が重要であると見なし
以下のような手順を以て考察を進める．言わずも
がな，冷戦とは米ソの二極構造によって成り立っ
ていたものであり，アメリカにとっての最大の脅
威はソ連であった．そこで各章の前半においては，
国際社会の構造の変化や紛争について述べ，後半
では，前半で述べたことにより，どのような海洋
戦略が求められ形成されたのかを分析する．

Ⅰ 1980年代のアメリカ海洋戦略

1．新冷戦と米ソデタント
　1980年代は，1979年のソ連によるアフガニスタ
ン侵略によって生じた新冷戦の時代であり米ソ間
のデタントが大きく進んだ時期でもあった．また
この時期においてアメリカ海軍は多くの地域紛争
という危機に直面し対応した．地中海では1981年
8月19日にリビアとの間でシドラ湾事件が発生し
た．これはリビアのソ連製戦闘爆撃機 Su-22がア
メリカの F-14艦上戦闘機に対しミサイルを発射
し，これに対しアメリカ側が敵 2機を撃墜したも
のである．さらに，1986年には「戦力投射」が容
易なリビア沿岸に第 6艦隊の空母を派遣し空爆す
ることにより，リビアの防空能力を無力化した．
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中東ではレバノン内戦中の1982年にレーガン大統
領がイスラエル軍とパレスチナ解放機構の監視の
ために国連平和維持軍の一環として第 6艦隊に海
兵隊の配備を命じた．カリブ海において，グレナ
ダの共産主義者達が政権を奪うといった事態が発
生した際には，レーガン大統領は，アメリカの学
生を救助するために，アメリカ海軍特殊部隊や海
兵隊による上陸作戦を実施し，キューバとグレナ
ダの共産主義者1000人を捕らえグレナダを解放し
た．1980年代において，このような地域レベルの
事件に取り組めるようになったのは，レーガン政
権の共産主義と戦う第三世界諸国を支援するとい
う方針というアメリカの内的要因と，1985年 3月
以降のゴルバチョフによるソ連経済建て直しのた
めのソ連軍の膨大な軍事費の削減や第三世界及び
東欧に対する膨大な援助の見直しといったソ連側
の外的要因の組み合わせも一因である．つまりソ
連が第三世界への関与を縮小する一方，アメリカ
は地域紛争の多発に対応する姿勢を示したのであ
る．これらのいずれも「戦力投射」が求められる
出来事であり「制海」が問われたことはなかった．
1975年から1984年において71の危機が発生したが，
そのうち81％の58件で海軍が関与した．さらに58

件中35件は空母が関与するなど，戦略核兵器の役
割が減少していく中で通常兵器の役割がより重要
になったのである19）．さらにこれらの出来事を解
決していく中で，アメリカは短期の政治目的達成
のために海軍力を用いることができることを表し
たのであった20）．
　しかし，レーガンは大統領の任期 8年間におい
て，常に対ソ強硬派というわけではなかった．1984

年 1月のテレビ放送では，アメリカの軍事的優位
はソ連との交渉において有利であると国民に訴え
かけ，1985年以降の第二期目においては，ソ連に
対して話し合いを呼びかけるなど，ソ連との関係
回復を重視したのである．このような姿勢と1985

年 3月にソ連共産党書記長にゴルバチョフが就任
したことも相まって INF全廃条約の調印や軍備管

理交渉の再開，そして核軍縮の動きへとつながっ
ていったのである21）．このようにレーガンは大統
領任期中にソ連に対する態度を大きく変化させる
など外交姿勢がまとまっているとは言えなかった．
このような一貫性のない外交姿勢は，カーター政
権の外交政策の不安定さを批判しながら，大統領
の職を務めた 8年間において国家安全保障問題担
当大統領補佐官が計 6人であったことにも表れて
いる22）．過剰かつ過激なレトリックを用いていた
ものの実際の政策になると慎重であった．このよ
うな二面性は国務長官にアレクサンダー・ヘイグ
を迎えたことからも明らかである．キッシンジャ
ーの元側近であり米ソデタント推進派であるヘイ
グの助言を受け入れ，長年デタントを批判してき
たにもかかわらず SALT-IIの枠組みを遵守する姿
勢をとったりもしたのであった23）．

2．海洋戦略の再興
　1980年代におけるアメリカ海洋戦略の再興を分
析するには，70年代におけるアメリカ海洋戦略及
び能力について十分に知らなければならない．1970

年代半ばにおいてソ連海軍が強化されていく中，
1978年 6月にアメリカ海軍作戦部長ジェームズ・
ホロウェイはソ連海軍に対する優位は僅かでしか
ないと述べた24）．これはカーター政権による軍縮
と海軍の近代化を図る動きの中で戦力が縮小され
たことの影響を表すものであった．アメリカ海軍
が戦力を縮小させていたのとは反対に，ソ連海軍
は能力を向上させていた．ソ連海軍の冷戦初期に
おける海洋拒否能力は近海に限られたものであっ
たが，1970年代までに，その能力はノルウェー海，
東地中海，そしてオホーツク海にまで拡大してい
た25）．このように1970年代はアメリカ海軍にとっ
て苦境の時代であった．戦略原子力潜水艦と
SLBMのポラリス計画によって，シーレーン防衛
のための艦艇を第二次世界大戦の骨董品から変え
る予算を使い果たしていたのである26）．シーレー
ンの問題に取り組む必要性は当然あったものの，
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艦艇，人員，訓練，そして設備も不足していた．
このような状況があったので，エルモ・ズムウォ
ルト・ジュニア海軍作戦部長は，ソ連海軍の脅威
に対応するために海軍再編の必要性を見出したの
である．ズムウォルトはソ連海軍に対するアメリ
カ海軍の優位が揺らいでいると考え，ソ連海軍が
「制海」を獲得すると，アメリカによる同盟国に対
する支援が困難になると見なして防御的な海洋戦
略を採用したのである．彼は海軍の目的を戦時に
おいてシーレーンを開かれたままにすることであ
り，第二次世界大戦のような領土を奪い取る能力
のある艦隊や海兵隊は求められていないと主張し
た．さらにカーター政権は対ソ抑止のために陸・
空軍の通常戦力を中央ヨーロッパに配置する一方，
ズムウォルトの考えを採用することを海軍に要求
した．この結果アメリカ海軍の任務は「制海」に
変わっていった．
　しかし，カーター大統領はイラン革命とソ連の
アフガニスタン侵攻に対抗するために1979年には
同地域における艦隊のプレゼンスを 2倍にするな
ど，当初求めていた少数の艦艇により構成された
海軍では対応不可能な事態に直面したのである．
そしてレーガン政権による通常兵力の増強と1970

年代におけるアメリカ海軍士官の戦略的思考の能
力向上，特に海軍大学校において行われた教育に
よるものが組み合わさり海洋戦略が発展していく
ことになる．レーガン大統領は冷戦を永久的に固
定的なものではないと見なし，封じ込めではなく
勝利を目指し通常戦力の拡大を図っていく過程で
海軍の重要性を掲げたため，冷戦期において海軍
は初めて空軍や陸軍との均衡を達成したのである．
そしてレーガン政権において想定されたソ連との
衝突の性質やソ連海軍の情報に沿った形で海洋戦
略が形成された．一つ目はアメリカ海軍艦艇にお
ける先進的な防御システムの導入であり，二つ目
はソ連の攻撃型潜水艦は戦略原潜の防御にソ連近
海で従事するためシーレーン遮断のためには使わ
れないという情報である．これらが組み合わさっ

た結果，全面戦争における空母の役割と攻撃的な
海洋支配という戦略が復活したのである27）．1986

年 1 月に公表された『海洋戦略（The Maritime 

Strategy）』もマハンの海洋支配の概念に基づいて
いたため，ソ連に対して攻撃的な姿勢を採用する
方向にアメリカ海軍の任務が変化することを表し
ていた．『海洋戦略』には大きく四つの目的が存在
した．⑴ソ連が戦争に向かうことを抑止する，⑵
危機の際には同盟国への安心供与と支援を行うこ
と，⑶戦争において最初に行うべきことはソ連の
海洋戦力を破壊すること，⑷ソ連海軍打破後，ア
メリカ海軍はその関心を中央ヨーロッパでの戦闘
に向けることであった．これらのことからもわか
るようにアメリカ海軍はヨーロッパを主要な戦争
の場として捉えていたのである28）．
　『海洋戦略』と抑止の関係は大きく三つのことか
ら構成されていた．⑴海軍は国家の意思を示すこ
とが可能な存在であり，政治的・地域的な側面の
どちらにおいても柔軟な使用が可能であることに
加え，固定された基地とは異なり引き返すことが
できる，⑵米ソ間の戦争初期において，前方に展
開されたアメリカ海軍の艦隊により，ソ連はアメ
リカからヨーロッパに対して行われる支援を断ち
切ることが不可能になる，⑶戦争早期においてソ
連の戦略原潜が撃沈されるリスクを高めることで，
ソ連の戦略に大幅な変更を余儀なくさせ抑止力を
高めるといったことである29）．つまり，通常戦力
によりソ連海軍の戦略原潜を破壊することは第二
撃能力の削減にもつながり相手の行動が抑止され
るとも考えられたのである．これはある種，レー
ガン大統領が軍部から米ソ核戦争に関するブリー
フィングを受けた後に核戦争回避を強化しようと
する決意を示したことにも重なるものである．こ
のように1980年代のアメリカ海洋戦略の特徴はソ
連海軍に対する攻撃的なドクトリンの採用であり
1970年代におけるアメリカ海軍の役割をめぐる国
内の論争を終わらすことにもなった30）．1978年か
ら1986年にかけて書かれた海洋戦略に関する文書
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は，議会の予算をめぐる討論を，海軍の目的，特
に全面戦争時についての議論に変えようとしたも
のでもある31）．こういった全面戦争におけるアメ
リカ海軍の役割は1989年 2月にアメリカ海軍大学
院からされた論文においても必要な艦隊の能力と
して，ヨーロッパにおいてワルシャワ条約機構と
地上戦を行う際に支援可能な能力構築をしなけれ
ばならないと記されていることから，現場レベル
においても認識されていたことがわかる32）．
　そして，このような戦略を形成するにあたり1981

年 7月にアメリカ海軍作戦部長トーマス・ヘイワ
ードが創設した「戦略研究グループ」が大きな役
割を果たすことになる． 6人の海軍士官と 2人の
海兵隊士官から構成されたこのグループは，アメ
リカ及び同盟国の海軍の強みを生かしソ連海軍の
弱みを攻撃するといった全面戦争において適用可
能な攻撃の研究を実施するとともに，ソ連海軍の
主要な二つの任務を特定したのである33）．⑴第二
撃能力を有する戦略原潜の防衛，⑵ソ連及び同盟
国を敵の戦略原潜及び空母による打撃から防衛す
るという任務である．当時のアメリカ海軍はソ連
海軍の役割を大西洋においてヨーロッパに向かう
アメリカの船舶を沈めることと考えていたが，こ
のような議論を通じてアメリカの対ソ軍事戦略に
一貫性がないことが明らかになった34）．また，1987

年の『国家安全保障戦略』に示されているように，
海洋において有利になることはNATO防衛に大き
く貢献すると考えられた．ソ連海軍に対する優位
を保つことによって，敵を戦略原潜の防衛や本土
に対する海からの侵入を防ぐといった活動に従事
させることが可能となり，ヨーロッパ大陸におけ
る戦闘に大きな影響を与えることが可能になるか
らである35）．そして，このような海洋戦略は「戦
略研究グループ」に参加していた士官たちが部隊
復帰後に重要な役職に就いたために80年代を通じ
て発展し続けていくことになったのである．

Ⅱ 冷戦終結による国際環境の変化と新たな戦略

1．ソ連の脅威の消滅
　ソ連解体以前からアメリカに対する脅威は減少
し始めており，脅威自体が消滅したと考える者も
いた．ソ連が引き起こしていた脅威が消失したと
考える者たちは，ヨーロッパ以外の国家はアメリ
カに基地や他の施設を提供しそうにないと考え，
将来のアメリカ海軍は出来る限り海外の基地に頼
らないようにすべきと主張したのである36）．グロ
ーバルな規模で展開されていた冷戦の終結に伴い
アメリカの軍事戦略も転換していくことになる．
全般的な安全保障戦略の転換は1990年に公表され
た『国家安全保障戦略（National Security Strategy：
NSS）』の中で言及されている．このNSSで軍事
力行使の対象がソ連ではなく第三世界の国家にな
るであろうと述べられた37）．川上によればこの変
化は「米国の軍事戦略は「全面核戦争型」から「地
域通常戦争型」へと重心を移し米軍は「より小規
模」でのパワー・プロジェクションが可能な機動
性を持つ編成となり，足りないところは同盟国の
分担により補われるとしている」ことを表すもの
である38）．冷戦後の安全保障においては地域の安
全保障がより重要になってくるが，アメリカは地
域紛争，特にペルシャ湾周辺地域の対応において
ヨーロッパや日本に負荷を負わせたかったのであ
る．これらの地域の石油に対するアメリカの依存
は 6％であったが，ヨーロッパと日本はそれぞれ
50％と70％にもかかわらず少ない軍事支出だった
からである．このようにアメリカは軍事力を縮小
し他国に責任を負わせ軍事支出を下げたが，冷戦
終結後の国際社会の将来像は不透明であるという
現実が存在していた．
　滝田によれば，冷戦期の国際社会の「独立変数」
は米ソだけであり他は「従属変数」であったが，
ソ連の脅威が消滅した段階においては，すべての
国家が「独立変数」となったために国際社会が不
安定化したからである39）．1989年のマルタ会談や
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1991年末のソ連解体に見られる冷戦秩序解体の動
きの中で，統一ドイツにより引き起こされる恐れ
のある欧州の不安定化という事態に対応すべく，
ジョージ・H・W・ブッシュ大統領がアメリカを
「欧州国家」として打ち出したことにも，国際社会
の不安定化に対する米国の懸念を見て取ることが
できる40）．
　東アジアの安全保障環境の変化も，1990年 4月
に公表された『東アジア戦略構想（East Asia 

Strategic Initiative：EASI-I）』において，1990年 1

月のソ連のカムラン湾からの撤退により東南アジ
アの軍事的な緊張が緩和したと述べられている41）．
アメリカはフィリピン国内からの反対もあり，1991

年から翌年にかけてフィリピンのスービック海軍
基地，クラーク空軍基地から撤退していくことに
なった．そしてこういった国際環境の変化への対
応を表すものとして1993年に国防総省よりBURが
公表された．
　BURは冷戦期の軍隊構成を縮小するのではなく
冷戦後の国際環境に合わせた形で軍隊の構成を作
り直すというものである．同文書は湾岸戦争にお
ける「砂漠の嵐作戦」をアメリカ軍の作戦の一単
位して戦力の構成を図ることが示されたものであ
り，アメリカにとって主要な脅威が地域紛争とな
ることを示すものであった．その結果，アメリカ
軍全体の戦力構成はこれらの脅威に対抗するよう
に形成された．また，この中で四つの選択肢が掲
げられた．⑴一つの地域紛争に勝利する，⑵一つ
の地域紛争に勝利し，他の地域での新たな紛争の
防止，⑶ほとんど同時に発生した二つの地域紛争
に勝利する，⑷ほとんど同時に発生した二つの地
域紛争に勝利し，他の地域において小規模な作戦
を遂行するといった選択肢であり，この中の⑶が
選ばれたのである42）．そして，この二つの地域と
して焦点が当てられたのが湾岸地域を中心とする
中東と北朝鮮を中心とする北東アジアであった．
冷戦期におけるヨーロッパと東アジアを対象とし
た「二正面戦略」が，中東と北朝鮮に同時に対応

するという「二正面戦略」に変わったのである．
更に，伝統的な脅威である国家とテロ組織のよう
な非伝統的な脅威という異なる種類の脅威に対抗
しなければならなくなり「二重の二正面」に対応
しなければならなくなったのである．そして，ク
リントン政権は「関与と拡大」戦略のなかで「関
与と拡大」の対象にならない国家をならず者とし
て排除する姿勢を明確に示したのである43）．
　その一方で，アメリカ軍は「軍事における革命
（Revolution in Military Affairs：RMA）」による湾
岸戦争の圧倒的勝利の直後において，新たな時代
への対応に取り組もうとしなかった44）．この当時，
軍隊の構成の見直しを提唱していたのは国防総省
内における「ネットアセスメント局（Office of Net 

Assessment：ONA）」であった45）．アンドリュー・
クレピネヴィッチは，能力を高めてきているアメ
リカの競争相手がアメリカ海軍の空母の脆弱性に
つけ込む能力を発展させていることに言及してい
る46）．彼らは湾岸戦争の「砂漠の嵐作戦」の後に，
既存の軍事ドクトリンや，運用概念，組織や軍事
システムの変更を感じていたが軍幹部はその必要
性を感じていなかった．それは「失敗していない
作戦を何故見直す必要があるのか」という問いで
あった47）．ソ連消滅により対応すべき敵として具
体的な脅威が消滅したことも，新たに求められる
軍隊のあり方について検討が進むことがなかった
一因である．実際にはクリントン政権において
RMAは推進されたが，対象は地域の国家に対して
のものであり同等の国家を想定したものでは基本
的にはなかった．
　アメリカにとっての具体的な脅威が消滅してい
く中，『予防防衛（Preventive Defense）』の中で，
アシュトン・カーターとウィリアム・ペリーはア
メリカの冷戦期における脅威をABCといった三段
階のリストに分け， 1番の脅威であるソ連をAリ
スト， 2番目の脅威であるペルシャ湾と朝鮮半島
をBリスト， 3番目の脅威であるコソボ，ボスニ
ア，ソマリアやハイチをCリストとし，ソ連消滅
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に伴いBリストやCリストのような地域の問題に
注目が集まったとしている48）．これらの地域では
地域紛争だけでなく核開発の問題も生じていた．
冷戦期において核兵器は「敵対の手段」であった
が，冷戦終結により，この側面は後退し「統制の
対象」という側面が強調された．これは冷戦終結
により，旧ソ連領内における核関連技術の拡散だ
けでなく，旧ソ連領内からの核関連技術の拡散も
懸念事項とされたからである．さらに，拡散の結
果として生じる地域の敵性国による大量破壊兵器
の獲得・使用に対抗するために兵力投入の様態と
通常戦力の構成の見直しも提唱された49）．
　確かに1980年代における地域紛争の多発から新
たな脅威として北東アジアや中東が注目されたが，
従来のソ連と相並ぶような存在感をそれらの地域
で示した国家は存在しなかった．かつてジョージ・
F・ケナンが述べたように軍需産業が深くアメリカ
に根付いたことにより，ソ連人がいなくなったこ
とで新たな敵対者を発明しなければならなかった
のである50）．さらに，かつての第三世界に位置す
る民主的でない国家に対する介入はアメリカ国民
や経済界にとって受け入れられる選択肢であった
のである．民主国家において外交政策は指導者達
によって決められるわけではなく，政府と社会組
織の関係や国民に深く根付いている戦略文化に大
きく影響を受ける51）．政府と社会組織（経済界や
利益団体など）との関係は政府が外交政策を実施
する際に必要となる資源動員の労力に関わってく
る．社会組織，特に経済界の協力がなければ国家
は政策を実行する際に必要となる資源の獲得を自
ら行わなければならなくなり外交の効力は蝕まれ
ることになる．その結果，社会組織，特に軍需産
業などにとって受け入れられやすい政策として選
択されたのが地域紛争への対応といったものであ
ったと見なすことも可能である．
　アメリカ国民にとって民主的でない国家を対象
とした新たな安全保障戦略は国内の戦略文化に沿
ったものであり，第一次世界大戦以降，特に第二

次世界大戦以後におけるリベラルデモクラシーを
広めようとするアメリカの動きは国民にとって非
常に受け入れやすいものであった．このような動
きをクリストファー・レインは，「地域外覇権理
論」と呼んでいる52）．この「地域外覇権理論」は
「門戸開放」用いて西半球を超えてアメリカが覇権
を獲得しようとした動きを分析するものであり，
西半球を超えた地域に覇権を求めた主な理由は「門
戸開放」という国内的な考慮に基づいたものであ
り構造的に決定されたわけではないと主張してい
る53）．この主張を援用すれば，アメリカの地域紛争
への関与は国際構造の変化ではなく国内的要因が
もたらしたものに過ぎなかったということになる．

2．「制海」から「戦力投射」へ
　冷戦終結に伴い海洋戦略も大きく変化していく
ことになる．1980年代の地域紛争勃発に続き，
1990年代においても，破綻国家，民族紛争，人道
危機，そして大量破壊兵器の拡散のような問題が
発生したため，海洋戦略の重心は「戦力投射」に
移っていった54）．そして，冷戦期のような地政学
上の問題の不在は，アメリカにとって心配すべき
ことが核の拡散だけになったことを意味するもの
であり，常軌を逸した国家やテロリストによる核
兵器の使用を懸念すればよくなったのである55）．
そして，核の拡散や地域紛争といった事態がどこ
で発生するのかが冷戦期のヨーロッパとは異なり
不明確であったことに加え，1991年の湾岸戦争に
おいて海軍が果たした役割が海洋戦略に非常に大
きな影響を与えた．湾岸戦争においてアメリカ海
軍の空母が機動性と攻撃力を戦争初期から行使し
たことや，補給物資及び人員の輸送に関しても90

％以上が海を経由して行われたことにより，海か
ら陸への兵力投入といった役割の重要性が強調さ
れたのである．こういった要因の組み合わせによ
り世界のあらゆる場所において活動できる空母機
動部隊が求められるようになった56）．
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　さらに，表 2に見られるように，冷戦終結によ
って脅威が変化したことによりアメリカが取るべ
き戦略の不透明さが生じ，どのような戦略を採用
するのかという議論が巻き起こった．候補として
挙げられたのは，⑴新孤立主義，⑵選択的関与，
⑶協調的安全保障，⑷優越主義の四つであり，ク
リントン政権は新孤立主義を除いた三つを組み合
わせた「協調的な選択的優越」といった大戦略を
採用したのである57）．そしてクリントン大統領の
焦点は選挙期間中に見られたように経済であり，
外交問題において周囲の手助けがなければ十分に
解決できないことに鑑みれば，安全保障戦略への
関心の低さと能力不足から戦略形成において軍隊
が果たした役割が大きかったと見なすことも可能
であろう．不安定な国際状況と冷戦終結後の平和
をめぐる動きによって固定基地の維持が困難にな
っていくという事態が想定できる状況の中で地域
紛争に対応しなければならないのであった．この
ような状況への対応は海軍の戦略文書においても
色濃く反映されることとなった58）．
　アメリカ海軍と海兵隊が共同で作成した1992年
の『フローム・ザ・シー（︙From the Sea）』にお
いて，冷戦期のような公海から戦闘を実施する外
洋海軍から，海から行われる沿岸部での統合作戦
に従事する海軍へと根本的に変化することが述べ
られている59）．1994年の『フォーワード・フロー
ム・ザ・シー（Forward︙ from the Sea）』におい
ても，海軍の新しい方針は世界にとって重要であ
る沿岸地域に対する海からの戦力投射能力である

としている．1996年 1月に海兵隊司令官が公表し
た『海上からの機動作戦（Operational Maneuver 

from the Sea）』においても海兵隊及び海軍が取り
組まなければならない挑戦が発生しうる地域とし
て今までにないほどに沿海域を強調している60）．
この地域を強調した理由として，沿海域に世界の
人口の約 8割が住んでいるため世界の中で最も紛
争が起こりやすいということを挙げている．その
ような認識を受け海軍省内における沿海域におけ
る戦闘部門及び海兵隊への予割り当ても1989年の
20％から1999年には30％近くまで増加した．海軍
の沿海域戦闘部門への予算割り当ての増加は顕著
であり，海兵隊の 3％程の増加に対し海軍は 7％
近く増加していた．これは1989年から99年にかけ
て海軍の予算が 4割ほど減少している中で行われ
たことであった61）．
　1995年から翌年にかけて発生した台湾海峡ミサ
イル危機において，クリントン大統領は空母を派
遣することにより，台湾の国民投票に対する中国
の行動を牽制したのである．この際アメリカ海軍
は苦労することなく台湾海峡にたどり着いたので
あった．一方で，中国はアメリカの空母に対し何
もすることが出来なかったため，自らも空母獲得
を進めることを決心するとともに，アメリカの空
母の能力を無力化することを狙い対艦弾道ミサイ
ル（Anti-Ship Ballistic Missile：ASBM）の開発に
力を注ぎ始めたのである．この中国の努力が，今
日のアメリカ海洋戦略において「制海」への回帰
が重要と見なされ，強調された大きな要因である．

表 2　脅威の変化と対抗手段

脅威となる地域 脅威の対象 対抗手段

冷戦期 ヨーロッパ及び東アジア 伝統的脅威のソ連
核報復，海洋においては「制海」
の獲得

冷戦後
中東（湾岸周辺）及び北東アジア
（北朝鮮）

伝統的脅威の「ならず者国家」及
び非伝統的脅威の「テロ組織」

通常兵器，海洋からの「戦力投射」

（出所）筆者作成．
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お わ り に―冷戦終結がもたらした 
今日の海洋戦略への影響―

　冷戦終結後に採用された海洋戦略において強調
されたのは，「戦力投射」の重要性であった．ソ連
消滅による「制海」の自動的な獲得と，かつての
第三世界に属していた諸国家間における核の水平
的拡散の広まりへの対抗措置を講ずる必要性の組
み合わせは，アメリカの海洋戦略において「戦力
投射」が重視される強い要因となったのである．
さらに言えば，アメリカの「制海」獲得能力に対
する挑戦者は1990年代を通じて登場することはな
かった．2001年以後のテロとの戦いにおいても，
主要な戦場は陸であり海ではなかった．結局のと
ころ，アメリカの「制海」獲得能力に挑戦できる
国家は対等な競争相手だけであり，そのような国
家が存在しなかったことを，「戦力投射」を重視し
続けた理由として挙げることができる．
　しかし，今日における中国の台頭はアメリカに
懸念を抱かせている．1991年の湾岸戦争でアメリ
カが長距離精密打撃兵器の発展を見せつけたこと
や，1995年から翌年にかけて発生した中国の台湾
海峡でのミサイル演習である台湾海峡ミサイル危
機に，空母 2隻を派遣して対応したことが中国の
A2/AD能力向上を引き起こしたのである．さらに
1999年 5月17日にベオグラードの中国大使館をア
メリカが爆撃したことも，湾岸戦争での米軍の
RMAを見ていた中国からすれば，アメリカの「誤
爆である」とする主張をそのまま受け入れること
は困難であった．このようなアメリカのRMAと，
中国に対する意図への不信感を考慮すれば，中国
が同様の能力を開発することや，これらの能力に
対抗する戦力の構築を図るのは当然であるといえ
る．しかし，2001年 4月 1日に南シナ海の上空で
生じた海南島上空での中国軍機と米軍機の衝突も
両国の国際法をめぐる意見の相違などを明らかに
させ，両国間を緊張させたものの，米中両国は協
議により緊張関係の融和を図り，さらにはテロと

いうアメリカ本土に対する危機が中国との協力の
必要性を浮かび上がらせ，両国の関係は協力的に
なったのである．
　アメリカの「制海」獲得への回帰を，既存の地
域覇権国が他の地域における地域覇権国の登場を
妨げようとするオフェンシブ・リアリズムの観点
からも説明可能である．世界覇権の獲得のために
はどの国家も海を越えなければならず，地域覇権
は獲得できても世界覇権の獲得は困難である．地
域覇権を獲得した国家は，他の地域において地域
覇権国が登場しても，まずは周囲の大国に対して
責任転嫁（バック・パッシング）を行い，周辺国
が脅威を封じ込めることができない場合に自ら動
きだしバランシングを実施する62）．アメリカは島
国であるため，ユーラシア大陸への介入には海を
越えなければならず，その結果「制海」獲得は必
須となるのである63）．
　さらに，中国がアメリカの軍艦に対し繰り返し
妨害行動を実施していることに加え，アメリカの
空母機動部隊の脆弱性を突くASBMの開発や，第
一列島線を越えた行動，そして南シナ海での埋め
立てはアメリカ海軍の水上艦艇の活動を妨げるこ
とにつながるものである．これらの点を整理すれ
ば中国が発展させてきたA2/AD能力の向上がアメ
リカ海洋戦略の形成に影響を与えたことは明らか
であるといえる．しかし，対ソ関係と対中関係は
非常に異なる点が多く，冷戦時の米ソ関係を今日
の米中関係に当てはめることはできない．米中関
係において経済的イデオロギーの差は米ソ間にお
ける対立と比較すれば小さく，相互確証破壊
（MAD）体制も存在せず，話し合いも頻繁に行わ
れているのである．ただし，米ソ関係において存
在したレッドラインの明確さが存在していないと
いう問題がある．一方が起こした行動を挑発的で
あると見なしてしまい，危機を引き起こす恐れが
存在している．それぞれの国家の核心的利益の定
義が曖昧なことにより，越えてはいけないレッド
ラインが不明確になり，結果として危機が引き起
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こされるのである64）．
　ここまでいくつかの戦略文書を見てきたが，戦
略文書を用いて分析していく上で，いくつか注意
を払うべきことがある．戦略文書は様々なシンク
タンクに割り振られて作成されるものであり，採
用された後に国際環境を受け文言が変わる．国家
の戦略が国際環境に影響を与えるのと同時にその
逆もまた然りなのである．しかしながら，軍隊の
構成つまり能力は意図とは異なり一晩で変わるこ
とはない．軍事専門家，特に軍人は軍事力の専門
家であるが故に実際の軍隊の構成に焦点を当てす
ぎるが，それは逆に長期的な敵の狙いの把握を可
能にするし，彼ら自身も自分たちを近視眼的な政
治・外交のバックネットと見なしている65）．1980

年代においてアメリカの軍部が戦略形成の役割を
シンクタンクから取り戻したことにより，通常兵
器を用いた戦争といった攻勢的な戦略の採用を可
能にし，それはソ連消滅とともに強化されていっ
た．ソ連解体により「戦力投射」が重視され「制
海」は当然視されたのである．
　さて，これまで述べてきた今日の戦略環境にお
いて，アメリカのアジアへのリバランスは何を意
味するのだろうか．軍事戦略・戦術から見れば，
アジアへのリバランスはアメリカ海軍の損失を高
めることにつながっている．中国の発展している
A2/AD能力と，表 3に見られるようなリバランス
によるアジア・太平洋への艦隊配備比率の高まり
の組み合わせは，アメリカ海軍の危険性をより高
めているのである．
　このような環境下で，水上艦艇の生残が最優先

事項になったため，アメリカは海洋戦略・戦術・
作戦レベルの見直しを迫られ，防御的な「制海」
への回帰を進めるようになったのである．そして，
西太平洋に配備される軍艦の増加数及び増加率は
中東地域の方が上回っているが，配置される艦艇
の種類が異なっている．中東についてはこれまで
海賊対処に投入してきたイージス艦であるアーレ
イバーク級ミサイル駆逐艦（DDG）に変えて LCS

や貨物船を改修して航空機や小型艦の母船とする
洋上前方出撃準備基地（AFSB）を割り当て，アー
レイバーク級DDGをアジア太平洋などに振り分
ける計画であると説明している．このようなミサ
イル対処能力の高いイージス艦のアジア太平洋へ
の配備は明らかに対艦ミサイルによる攻撃から身
を守ることを狙いとするものであり，2017年 1月
に公表された『水上部隊戦略―制海への回帰―』
とも重なるところである．以上で述べた通り，こ
こ数年におけるアメリカ海洋戦略の変化の分析に
は，冷戦終結前後からといった長いスパンで行う
ことが必要であり重要となる．
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